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る。具体的には北海道 2 団体、東北 4 団体、北関東 2 団体、南関東 3 団体、北陸 2 団体、東海
2 団体、近畿 2 団体、京阪神 2 団体、山陽 4 団体、山陰 2 団体、四国 1 団体、北九州 2 団体、
南九州 3 団体の 13ブロックからは31団体、その他経済産業省関東経済産業局、中小企業庁、コ









着型産業の振興に向けて~ コミュニティビジネス活動拠点機能調査報告書J 1) におけ
るものを採用する。全国的に小さな政府が求められるなかで、「公共事業依存体質から
の脱却を求められている北海道経済にとって、地域コミュニティの再生手法のーっとし









った事業を展開する ~J 3) などをあげている。さらにCBの担い手については、「政策的
市民運動よりも事業的地域活動に軸足を置いたサービス系の市民事業体である場合が





域づくりの手法のことと定義する J 5) 。
すなわち細内氏の定義や報告書の内容をキーワードとしてまとめると「地域性」、「自

















ここでは「地域性」、「変革性J 、「地域資源活用」、 f住民性j 、「自発性」、「事業性J 、「地
域貢献性J 、「非営利性」、「起業性」、「報酬性」、「継続性」、「雇用創出性J 、「生き甲斐J 、
「主体性」などがあげられている。
この北海道総合企画部政策室構造改革推進課と岩見沢市経済部商工労政課商工労政係
の両者のCBの定義のキーワードを整理すれば、 f地域性」、「自発性J 、 f主体性」、「地域
資源活用」、「住民性J 、「事業性J 、「営利性J 、「地域貢献性J 、「ローカル性J 、「グローパ
ノレ性」、「サービス性J、「変革性J 、「自主性j 、「非営利性j 、「起業性」、「報酬性j 、「継続














するキーワードを整理してみると次のようになる J 8) としてCBのキーワードをあげて
いる。例えば、活動の時間(When) I多足のわらじJ 、「クラブ(=任意の住民活動)か
らはじまる J 、活動の担い手(Who) I高齢者・主婦人「地域の人なら誰でも J 、活動の
範囲 (Where) I職住近接J 、「顔の見える関係」、「小中学校区」、活動の内容 (What) I地
域の問題・課題の解決j 、「企業が参入してこない部分」、「行政の手が届かない部分」、「地
域の元気づくり」、活動の動機 (Why) I思いや志がある」、「自分起こし」、活動の仕方
(How) I事業性J 、「身の丈にあった組織規模J 、「適正な利益J 、「継続性」、「主体的」、「広
い視野J 9) と。青森県も細内氏の定義をほぼそのまま活用している。
整理してみると、「地域性」、「住民性J 、「主体性」、「変革性」、「非営利性(企業が参入
しない)J I非行政性」、「思い・志」、「やり甲斐(自分起こし) J 、「事業性(ビジネス性) J 、
「適正規模」、 I (適正な)利益性」、「継続性J 、「雇用創出性J となる。
(2) 山形県
山形県商工労働観光部が2003年12月に発行した「コミュニティ・ビジネス支援リーフ































ウハウ(情報) J 、「インフラ(場所) J などの 5 つの資源をあげている。 5 つの資源が有
機的に組み合わさることでCBはサービスを提供することが可能となる。
このように「地域性」、「住民性J 、「主体性」、「変革性」、 f地域資源活用」、 f事業性(ビ
ジネス性) J 、「継続性」、「安定性j 、「サーピス性」、「ローリスク性」、「協働性」、「非行




















事業のことである J 17) というものや、「コミュニティ・ビジネスとは、地域住民が主体
となって地域の課題をビジネスの手法で解決し、その活動の利益をコミュニティに還元
























献性」、 f非営利性J 、「利潤追求(収益性、営利性)J などがあげられ、後述の定義から
は「地域性」、「住民性J、「自発性j 、「事業性(ビジネス性) j 、「変革性」、 f雇用創出性J 、
「自立性」、「生き甲斐」などが提起されている。まとめると、「地域性」、「変革性」、「事





























ます! ! J 27) ここでも地域貢献と地域活性化いうキーワードの下でビジネスの手法を取
り入れながら適切に地域の資源を利用できる活動を目指し、住民を巻き込もうとしてい
るのが窺える。
これらをまとめると、「住民性J 、「主体性」、「地域資源活用 J 、「変革性j 、「事業性(ビ
ジネス性) J 、「地域性」、「マネジメント性」、「利益非第一優先」、「社会性J 、「公共性」、

























「自発性J 、「事業性(ビジネス性) J 、「地域還元性(地域の利益第一優先) J 、「ミッシヨ
ン性(社会的意義・社会的目的)J 、「継続性」、「信頼性J などがあげられている。
(2) 神奈川県
神奈川県商工労働部産業活性課新産業振興班が2003年 9 月 11 日に開催した「第 1 回『か








いう部分に期待が集まっている J 30) とする。そしてさまざまな機関が提唱している定義
コミュニティ・ビジネスの定義について 199 
を分析している。 r (例 1 )国土交通省:地域住民が、地域を活性化じたり、地域の課題
を解決するために、有償で、自ら取り組んでいる事業 (W コミュニティビジネスによる









いながらではあるが、「雇用創出性J 、「地域資源活用」、「サービス性J 、 T住民性」、「社
会参画性」、「地域性」、「非行政性J 、「変革性」、「有償性J 、「自主性J 、「事業性j 、「地域








介し、 CBの特徴として r l.地域のニーズや課題を事業機会として捉え、事業収益をあ
げることで活動費用を生み出す『ビジネス』として解決する。 2. 事業を通じて地域社
会に貢献する。 3. 地域との信頼関係の中で、事業を行っている。 4. サービスの担い手
は、株式会社、有限会社、 NPO法人、商店街など様々である J 33) とする。
つまり「地域性」、「変革性」、「継続性J 、「事業性(ビジネス性) J 、「地域貢献性J 、「生
き甲斐・働きがい」、「収益性」、「信頼関係性」、 r (主体の)多様性」などがある。
神奈川県と横浜市のCBの定義に関するキーワードをまとめると「雇用創出性」、「地域
資源活用J 、「サービス性J 、「住民性J 、「社会参画性J 、「地域性」、「非行政性J 、「変革性j 、
「有償性」、「自主性」、「事業性(ビジネス性)J 、「地域貢献性J 、「生き甲斐・働きがい」、







富山県商工労働部商工企画課が地域再生計画について認定した 4 つの分野、 (1) r元気
とやま J ものづくり産業活性化計画、 (2) とやまコミュニティビジネス等活性化計画、


















富山県では、「地域性J 、「住民性」、「変革性」、「地域資源活用 J 、「雇用創出性」、「継続



















福井県では「地域性j、「経済性j 、「地域資源活用 J 、「変革性j 、「地域貢献性J 、「公益












ネス』という 2 つの視点の融合を目指す新しい事業活動と考えますJ 0 38) ここではコミ
ュニティとは í~等身大の地域生活圏』として捉えた暮らしの場に密着した地理的な一

































求に加え地域課題の解決を目指すものJ 44) と定義づけている。 45) さらにコミュニティ・


















る J 46) と考えている。
すなわち三重県では「地域性」、「住民性j 、「主体性」、「地域資源活用」、「事業性(ビ
ジネス性) J 、「変革性(問題解決) J 、 r (主体の)多様性J 、「営利非第一優先J 、「ミッシ
ヨン性(社会的使命) J 、「継続性j 、「小規模性」、「利益追求性(収益性・最低限利益性) J 、
「自己実現性J 、 r (行政の)代替性」、「地域貢献性J 、「起業性J 、「非ボランティア性j 、






































つまり「地域性j 、「住民性(市民性)J 、「主体性j、「事業性(ビジネス性)J 、「継続性」、
「収益性」、「変革性J 、「雇用創出性」、「サービス性J 、「ミッション性」、「喜び・楽しさ J 、

































ネス性) J 、「変革性j 、「起業性J 、「生き甲斐J 、「雇用創出性J 、「地域資源活用 J 、「人間




























性が確保されるとしづ継続的循環が生まれてくるでしょう J 62) とこれまでの解釈に基づ
けば「コミュニティ」と「ビジネス」という相反するようなキーワードの解説も含めて
コミュニティ・ビジネスの定義を行っている。
すなわち「地域性」、「住民性」、 f変革性」、「事業性(ビジネス性) J 、「広域性」、「共益















の 5 つの構成要素から成る『社会的・経済的活動』と定義づけることとする J 63) として
いる。
①事業性に関して rCB として求められる事業性とは、他のセクターから収益上の『自











品やサーピスの提供対象である地域住民との協働性が確保されることが重要である J 67) 、
⑤地域貢献性とは「その事業の成果が特定の個人・団体に帰属するのでなく、地域の不













動することにより、弱体化したコミュニティを再生していくことも期待される J 69) と CB
の必要性を提示している。
すなわちCBに必要なキーワードとして神戸都市問題研究所は「事業性j 、「地域性J 、
「変革性」、「市民性」、「地域貢献性j の 5 つをあげているが、その他の内容では 5 つに
加え、 I主体性」、「収益性」、 í (収益上の)自立性」、「継続性J 、「協働性」、「公益性」、「社















われています。 J 71) とし、ビジネスの手法(有償)と言い換え、これまでのNPO活動や
その他の無償ボランティアとは異なるものと明文化している。
また同じく同課が2004年 3 月に作成した fITで地域をつなぐ!おかやまのコミュニテ


































性(市民性)J 、「地域性J 、 r (企業的)ビジネス性(事業性) J 、「主体性」、「変革性」、「地
域資源活用」、「有償性J 、「雇用創出性j 、 f利益還元性」などをあげている。
両者から見て広島県では、「住民性(市民性) J 、 r (企業的)事業性(ビジネス性)J 、「変
革性j 、「地域性J、「経済性j、「雇用創出性J 、「生き甲斐」、「人的ネットワーク化」、「地
域資源活用J、「主体性j 、 f有償性」、「利益還元性j などが主張されている。
10. 山陰ブロック
(1) 島根県



















有形無形の様々な価値が存在すると考えられる。 J 81) と付け加えている。
細内氏の見解を取り入れた説によれば「地域性」、「住民性」、「主体性j 、「事業性j 、「変
革性J 、「継続性」、近氏の説では「地域性j 、「社会性」、「経済性」、「市民性」、「営利・













































社会的目的の達成が第ーとされているのである J 92) と。さらに松田氏はCBの最大の特
徴として、事業型NPOやそれ以外の組織形態、具体的には株式会社や有限会社、企業組
合、協同組合などを例として「事業性J を強調し、また「社会起業家」にも触れて「社
会性J 93) なども提起している。まとめると「地域性J 、「主体性」、「事業性(ビジネス性) J 、
「継続性J 、「変革性J 、「雇用創出性J 、「社会的目的達成性j 、「社会性J に付け加え r (組
織形態の)多様性」などがあげられている。
両者の見解から見いだせるのは「地域性j 、「住民性J 、「変革性J 、「営利非第一優先」、
「狭義性J 、「継続性」、「有償性J 、「事業性(ビジネス性) J 、「地域還元性」、「雇用創出































































います。 J 99) 







でのビッグビジネスになれば、これを支援する仕組みもでてくるだろう J 100) としてい
る。





クし、連結させ、その面的な繋がりの中から、パワーアップをしていくということ J 101) 
とされている。
つまり九州経済産業局総務企画部企画課ではCBの内容として、「地域性」、「住民性(市
民性) J 、「地域資源活用 j 、「小規模性j 、「事業性(ビジネス性) J 、「変革性」、 r (主体の)
多様性」、「自己実現性・生き甲斐・働きがいj 、 r (サービスの)多様化」、「社会参画性」、



































これらをまとめると「地域性J 、「住民性」、「主体性j 、「変革性J 、「地域資源活用」、「事

























動"ということも出来るだろう J 112) と定義している。つまり千葉県商工労働部や財団
法人神戸都市問題研究所の定義を簡略化して利用している。
すなわち宮崎県の財団法人中小企業診断協会の定義は、「地域性J 、「住民性(市民性)J 、
「主体性J 、「自発性」、「事業性(ビジネス性) J 、「地域貢献性J 、「有償性j 、「自立性」、






















































だからこそ、①から④までのヒューマニスティックな効果を目標として掲げている J 119) 。
沖縄地域政策研究会のCBに関するキーワードは「地域性」、「住民性j 、「主体性」、「収
主主性」、「変革性J 、「企業的経営感覚(事業性・ビジネス性) J 、「人間性j 、「経済性」、「雇
用倉IJ出性」、「文化継承性・創造性J 、「営利非第一優先j などが考えられている。
両者によれば、「地域性」、 r (女性という)住民性J 、「ネットワーク化」、「変革性J 、「地
域資源活用」、「自主性J 、「社会奉仕性」、「継続性」、r(適切な)収益性j 、「地域社会還
元性j 、「経済性」、「創業性(起業性) J 、「雇用創出性」、 r (全体的な)住民性J 、「主体性j 、









に、ビジネスの手法を用いて解決する取り組みJ 120) と定義していたり、また2006年 3 月
に報告された「コミュニティビジネス資金調達マニュアル ~新事業展開に向けて~J で
は、「地域の課題を地域住民自らがビジネスとしての手法をも活用し、ひとつの事業とし



























供する、 (4) 地域住民の働く場所を提供する、 (5) 継続的な事業または事業体である、 (6)
行政から人的、資金的に独立した存在である、等が挙げられる J 125) とする。
さらに2004年の『中小企業白書』の第 2 部第 5 節「地域の実情にあったサービス、雇用























中小企業庁ではCBの定義に r (主体の)多様性」、「地域性j 、「住民性J 、「主体性J 、「営
























「変革性J 、「事業性(ビジネス性) J 、「利益還元性J 、「社会性J 、「自立性j 、「地域特性(地
域資源活用) J 、「雇用創出性」、「生き甲斐J 、「創造性・発想性j 、 r (人的・地域的)ネット
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つまり以上の内容をまとめると、「経済非第一優先J 132) 、 f営利非第一優先」、「社会貢献
性j、「成果主義」、「継続性」、「事業性(ビジネス性)J 、「変革性j 、 f(多様な)ネットワー
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3 7)http://info.pref.fukui.jp/syougyo/tasukeai/tirasi2006. doc (アクセス日 2007/07/14)
38) http://www.pref.aichi.jp/shogyo/sinko/cbshishin/isshou.pdf (アクセス日 2007/07/03) 
39) 向上。(アクセス日 2007/07/03)
40) 愛知県産業労働部 rw地域ビジネス実態調査』の企画案を募集しますj 資料2004年5月
http://www.pref.aichi.jp/shugyo/jyouhou/webpress_area.html(アクセス日 2007/09/01)
41) http://www. pref.mie .jp/SHINSAN/gyousei/cb/cb l.htm (アクセス日 2007/08/03)
42) 同上。(アクセス日 2007/08/03)
43) 向上。(アクセス日 2007/08/03)
44) http://www.pref.mie担ISHINSAN/gyousei/cbl資料 4 コミュニティビジネス支援の考え方.pdf
(アクセスt=l 2007/08/03) 










47) http://www.shigaplaza.or.jp/cb/ (アクセス日 2007/07/21)
48) 向上。(アクセス日 2007/07/21) 
49) http://www.shigaplaza.or.jp/cb/dl/cbbook.pdf 1 ページ。(アクセス日 2007/07/21)
50) 向上 1-2 ページ。(アクセス日 2007/07/21)
51)向上 2 ページ。(アクセス日 2007/07/21)
52) http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/060100/cb/cb.pdf (アクセス日 2007/08/16)
53) 同上 3 ページ。(アクセス日 2007/08/16)
54) 向上 3 ページ。(アクセス日 2007/08/16)
55) 同上 3 ページ。(アクセス日 2007/08/16)
56) 同上 4 ページ。(アクセス日 2007/07/23)
















の安定的な確保を図っていくことが行われており J ます。向上 5 ページ。(アクセス日 2007/07/23)
さらに企業との関係について、「企業もコミュニテビジネスの主体となれます。企業が利潤の追求だけ
ではなく、社会の一員として法律の遵守や環境への配慮、地域社会への貢献というような取り組みを
















69) http://nira.go.jp/pubj/output/dat/3753.html (アクセス日 2007/07/23)
70) http://www.pref.okayama.jp/sangyo/shinsansui/cd/what.html (アタセス日 2007/06/18) 、
http://www.pref.okayama.jp/soshiki/detail.h tml ?lif_id=284 7 (アクセス日 2007/08/16)
71) http://www.pref.okayama.jp/sangyo/shinsansui/cd/qa.html (アクセス日 2007/06/18)
72) http://www.pref.okayama.jp/自angyo/shinsansui/ithan/communityl (アクセス日 2007/08/16)
73) 向上。(アクセス日 2007/08/16)
74) http://www.ehdo.go.jplhiroshimalh 'center/event/20070209.html (アクセス日 2007/07/3 1)、
http://www.active.hiroshima.jp/oshirase/index.php?id=286 (アクセス日 2007/07/3 1)
75) http://www.pref.hiroshima.lg.jp/soumulkikou/04kenkyu/04pdf/15115kure.pdf 
(アクセス日 2007/07/31)
76) 細内信孝『コミュニティ・ビジネス』中央大学出版部 2003年 13ページ。
77) http://www目 pref.hiro自hima.lg.jp/soumulkikou/04kenkyu/04pdf/15/15kure.pdf 6 ページ。
(アクセス日 2007/07/31) 




80) 向上 2ページ。(アクセス日 2007/07/11)




2007/07/13) と片岡勝氏(r石見地域の起業を考える基調講演 (H14. 10. 21/於益岡市)~地域の元
気づくり コミュニティ・ビジネスのすすめより ~J) という見解も取り入れている。つまり「地域性」、
「変革性j 、「営利非第一優先J 、 r(人間の)多様性」、「自主性J があげられる。「規模性不問j 、「小規
模性J と相反する内容も含まれている。




86) 財団法人とっとり政策総合研究センター WTORC レポート~ No.22 2004 春 58ページo
87) 経済産業省「平成14年度『コミュニティ・ビジネスにおける自治体等とコミュニティ活動事業者の連
携による地域経済活性化事業実態等調査研究』報告書J 2003年3月
88) 財団法人とっとり政策総合研究センター WTORC レポート~ NO.22 2004 春 58ページ。
89) 向上 59ページ。




93) http://www.tottori.torc.or.jp/research/page/cb_2005/cb. honbun.pdf 3ページ
(アクセス日 2007/07/3 1)









98) http://www.kyushu.meti.go.jp/com_hiroba/default.htm (アクセス日 2007/08/16)
99) 同上。(アクセス日 2007/06/18)
100) http://www.kyushu.meti.go.jp/committee/14_1_11.htm (アクセス日 2007/06/18)
101) http://www.kyushu.meti.go.jp/committee/14_4_9_1.htm (アクセス日 2007/06/18)




106) http://www目pref.nagasaki.jp/cbhpl (アクセス日 2007/08/04)
107) http://www.pref.nagasaki.jp/cbhpltrysienlbosyu.html (アクセス日 2007/08/04)
108) 向上。(アクセス日 2007/08/04)












120) http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/community/index_about.html (アクセス日 2007/06/18)
121) http://www.kanωmeti.go・jp/seisaku/community/datalshikinchotatsumanuallshikinchotatsumanual.pdf
(アクセス日 2007/08/05) 、関東経済産業局「コミュニテイビジネス資金調達マニュアル ~新事業
展開に向けて~J 2006年 3 月 1 ページ。
122) http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/communitylindex.html(アクセス日 2007/08/05)
123) http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/communitylindex_about.html (アクセス日 2007/08/05)





127) http://www.chusho.meti.go.jp/pamfletlhakusyoIh15Ihtml/15214300.html (アクセスf3 2007/08/05) 
128) 同上。(アクセス日 2007/08/05)




132) r非経済第一優先J は「利益非第一優先j として扱う。
追記
84 
本稿は、科学研究費補助金(平成18年~20年度)の対象となった「奈良県コミュニティ・
ビジネスの経営学的研究」の一環をなすものである。
